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はじめに 

 

本市では、今後における教育の方向性を明確に示し、教育施策を総合的に推進していくた

めの指針として教育振興基本計画を策定し、目指す市民像「学び合い 学び続ける ふじの

人」の育成を目的とし、「一緒に学ぶ（横の連携）」と「一生学ぶ（縦の接続）」を基本方針

とした様々な施策を実施しています。 

学校教育においても、今後の社会情勢の変化に対応すべく、柔軟かつ効果的な教育が実施

できるように、新たな教育システムの構築に向けた取組が必要であると考えています。 

そのため本市では、令和６年度の市内全中学校区での実施を目標に、義務教育９年間の連

続性と系統性を強く意識し、児童生徒の確かな「学び」と健やかな「育ち」を目指した小中

一貫教育に取り組んでいます。また、富士川第二小学校と富士川第二中学校を、小中一貫教

育の研究校として指定し、新たな義務教育の在り方について先進的に研究を進めています。 

一方、全国的に少子化が進む中、本市においても児童生徒数の減少や学校規模の更なる小

規模化が予想されています。 

このような状況の中、本市における将来的な児童生徒数の減少や学校の小規模化を考慮

すると、小中一貫教育の推進を前提とした、児童生徒にとってより良い教育環境を整備する

ことで教育の質の更なる充実を図ることが、これまで以上に重要であると考えます。 

そこで、富士市教育委員会では、子どもたちの豊かな学びの維持・継続のため、「富士市

立小中学校適正規模等基本方針策定委員会」を設置し、学識経験者や自治会、保護者並びに

小・中学校の代表者等から広く意見を聴取するとともに、今後の本市の学校教育の在り方に

ついて協議を重ね、長期的な視野を前提に、「富士市立小中学校適正規模・適正配置基本方

針」を策定しました。 

策定後は、本基本方針に基づいた学校規模・学校配置の適正化に取り組み、児童生徒にと

ってのより良い教育環境を整備し、教育の質の更なる充実を図ります。 

なお、小中学校は教育の場であるとともに地域交流や防災の拠点でもあるため、地区のま

ちづくりの観点も考慮した上で、適正化を進めます。 
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１ 小・中学校の現状 

 

(1) 学校の規模と児童生徒数 

令和２年度の市内小学校には、９学級以下(特別支援学級は除く)の学校が４校(15%)あ

ります。その中でも６学級以下の小学校が３校(11%)あり、今後、更なる児童数の減少が

予想されています。 

その一方で、25学級以上ある大規模の学校が２校存在します。 

※１大淵第二小学校の２・３年生と４・５年生、東小学校の２・３年生は、複式学級の対象となるが、 

市で非常勤講師を雇用し、複式学級の解消をしている。 

　

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 学級数

1 大淵第二小学校 ※1 ３ ３ １ ２ ２ ４ ５ (1) ４ (1) ４ (1) ８ (1) ６ (1) ３ (1) ３０ (6)

2 東小学校 ※1 ９ ４ ７ ６ ４ １２ ９ (1) ５ (1) ９ (1) １３ (1) １２ (1) １４ (1) ６２ (6)

3 吉永第二小学校 １２ ８ ８ １５ ９ １６ １７ (1) １７ (1) ２３ (1) １９ (1) ２５ (1) ３１ (1) １３２ (6)

4 神戸小学校 ２０ ２８ ２５ ３２ ３７ ２７ ３６ (2) ２７ (1) ３９ (2) ４３ (2) ２３ (1) ３３ (1) ２０１ (9) ７～１１

5 元吉原小学校 ２７ ３８ ３６ ３７ ４９ ４６ ３５ (1) ４９ (2) ５６ (2) ４８ (2) ４１ (2) ４１ (2) ２７０ (11)

6 天間小学校 ３０ ５４ ４９ ４４ ４５ ５１ ４９ (2) ６７ (2) ５３ (2) ４０ (2) ５１ (2) ４６ (2) ３０６ (12)

7 富士見台小学校 １６ ２１ ３５ ３４ ３５ ４０ ４９ (2) ４２ (2) ４４ (2) ７０ (2) ５６ (2) ６１ (2) ３２２ (12)

8 原田小学校 ３９ ３８ ４９ ５４ ５８ ６４ ６１ (2) ４５ (2) ５３ (2) ５８ (2) ５９ (2) ５３ (2) ３２９ (12)

9 富士川第二小学校 ３２ ３８ ２５ ４２ ３９ ５８ ５３ (2) ５８ (2) ５０ (2) ５３ (2) ６０ (2) ６３ (2) ３３７ (12)

10 富士川第一小学校 ２８ ３４ ４２ ５２ ５７ ６０ ４７ (2) ５９ (2) ６２ (2) ６５ (2) ６２ (2) ７２ (3) ３６７ (13)

11 吉永第一小学校 ３８ ５６ ５４ ５５ ４９ ５０ ５７ (2) ６９ (2) ６４ (2) ６２ (2) ６４ (2) ５６ (2) ３７２ (12)

12 岩松小学校 ７６ ６９ １０５ ８６ ９８ １１１ ７５ (3) ７６ (3) ７８ (3) ７８ (3) ８４ (3) ９２ (3) ４８３ (18)

13 青葉台小学校 ７７ ７７ ８８ ７６ ９９ ８１ ８５ (3) ８２ (3) ７４ (3) ８９ (3) ８３ (3) ７５ (3) ４８８ (18)

14 吉原小学校 ６６ ８４ ７５ ６９ ８８ ８６ ９０ (3) ８５ (3) ７９ (3) ９２ (3) ８４ (3) ８５ (3) ５１５ (18)

15 富士中央小学校 ７２ ６４ ８１ ８７ ８７ ７６ ９３ (3) ８９ (3) １０６ (4) ８３ (3) ９４ (3) ７９ (3) ５４４ (19)

16 大淵第一小学校 ５９ ５１ ６２ ９４ ７７ ８９ ８８ (3) ９６ (3) ９６ (3) ８２ (3) ９１ (3) １１１ (4) ５６４ (19)

17 富士第二小学校 １０５ ８０ ９２ ９１ １０８ １０４ ８９ (3) ９１ (3) １０５ (3) １０６ (4) ９１ (3) ９１ (3) ５７３ (19)

18 今泉小学校 ７９ ８６ ９７ ９９ ９２ １００ ９３ (3) １０１ (3) ８４ (3) ９５ (3) ９５ (3) １０９ (4) ５７７ (19)

19 鷹岡小学校 ７９ ８３ ９１ ８２ １０３ ８３ ９５ (3) ９１ (3) ９７ (3) １００ (3) １０７ (4) ９４ (3) ５８４ (19)

20 須津小学校 ５６ ７１ ９０ ７６ ９２ ８１ ９７ (3) ９５ (3) ９２ (3) １０２ (3) １０１ (3) １１７ (4) ６０４ (19)

21 田子浦小学校 １０８ １００ １２０ １１７ １０４ ９０ ９０ (3) ８９ (3) ８３ (3) １２３ (4) １２３ (4) １３３ (4) ６４１ (21)

22 伝法小学校 ６８ ９３ ９６ ８４ １１５ １００ １１２ (4) １０７ (4) １０１ (3) １００ (3) １０３ (3) １２５ (4) ６４８ (21)

23 広見小学校 ６５ ６８ ７５ ７５ ８９ ８５ ９９ (3) １１２ (4) １１５ (4) １０３ (3) １２０ (4) １０１ (3) ６５０ (21)

24 岩松北小学校 ７４ ８６ ９７ ８９ １１３ ９３ ９７ (3) １２１ (4) １０７ (4) １０２ (3) １２４ (4) １２４ (4) ６７５ (22)

25 富士第一小学校 １０３ ９８ ７９ １０７ ８６ ９５ １２２ (4) １０７ (4) １２８ (4) １２３ (4) １１８ (4) １２７ (4) ７２５ (24)

26 丘小学校 １１２ １２３ １４１ １５６ １４２ １３５ １３０ (4) １０９ (4) １４７ (5) １２５ (4) １４０ (4) １４１ (5) ７９２ (26)

27 富士南小学校 １５０ １３１ １７６ １３１ １５５ １７２ １５８ (5) １５６ (5) １４６ (5) １５６ (5) １６９ (5) １７２ (5) ９５７ (30)

合計 1,603 1,686 1,896 1,892 2,032 2,009 2031 (71) 2,049 (73) 2,095 (75) 2,138 (73) 2,186 (74) 2,249 (78) 12,748 (444)

小１年 小２年 小３年 小４年 小５年

小学校
※ 数値は令和２年４月1日現在の児童数、（　）内は学級数

※ ０歳児から５歳児までの数値は住民基本台帳による数値

小６年 全校

６以下

１２～１８

１９～２４

２５以上
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市内の中学校には、３学級以下の中学校１校を含め、６学級以下の学校が４校 (25%) 

あります。全体的な傾向を見ても、今後更なる生徒数の減少が予想されています。 

また、20学級を超える大規模校は、２校存在します。 

静岡式 35人学級編制 

〇本県は「静岡式 35人学級編制」によって、小学１年生から中学３年生までを 35人学級で実施 

※ 国は、小学３年生から中学３年生までを上限 40人とする。 
 

学級数による学校規模の分類 

学校規模の分類 過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校 

学 級 数 小学校５学級以下 

中学校２学級以下 

小学校６～11 

中学校３～11 

12～18 19～30 31学級以上 

※ 公立小・中学校の国庫負担事業認定申請の手引きから引用 

○複 式 校（極小規模校） 

   ・小学校：２個学年を合わせて 16人以下の複式学級で構成される３学級以下の学校 

        （静岡県の上限は 14人以下で複式学級、１年生を含む場合は８人以下） 

・中学校：２個学年を合わせて８人以下の学級と他学年を合わせて２学級以下の学校 

  ○複式学級・２個学年を１つに編制した学級 

  ○単 学 級・１個学年に１学級 

資料 

小１年 小２年 小３年 小４年 小５年 小６年 学級数 

1 吉原東中学校 ３８ ４９ ４５ ３８ ４５ ３６ ３０ (1) ３５ (1) ３３ (1) ９８ (3)

2 元吉原中学校 ３５ ４９ ５６ ４８ ４１ ４１ ４３ (2) ５０ (2) ４５ (2) １３８ (6)

3 富士川第一中学校 ４７ ５９ ６２ ６５ ６２ ７２ ４７ (2) ５３ (2) ６６ (2) １６６ (6)

4 富士川第二中学校 ５３ ５８ ５０ ５３ ６０ ６３ ５９ (2) ５５ (2) ６０ (2) １７４ (6)

5 吉原第三中学校 ８０ ６５ ７２ ８２ ７８ ７３ ９０ (3) ７５ (3) ７１ (3) ２３６ (9)

6 大淵中学校 ９３ １００ １００ ９０ ９７ １１４ １２４ (4) １３０ (4) ９６ (3) ３５０ (11)

7 吉原北中学校 １０２ ８６ １０６ １３２ １０４ １２５ １１１ (4) １１７ (4) １１２ (4) ３４０ (12)

8 須津中学校 １０６ １００ １０１ １１５ １１３ １３１ １１３ (4) １２３ (4) １１４ (4) ３５０ (12)

9 田子浦中学校 ９０ ８９ ８３ １２３ １２３ １３３ １４９ (5) １４１ (5) １３２ (4) ４２２ (14)

10 鷹岡中学校 １４４ １５８ １５０ １４０ １５８ １４０ １４６ (5) １６０ (5) １５８ (5) ４６４ (15)

11 吉原第二中学校 １７８ １８３ １５８ １８４ １７８ １８４ １７１ (5) １６４ (5) １８７ (6) ５２２ (16)

12 岩松中学校 １７２ １９７ １８５ １８０ ２０８ ２１６ １７５ (5) １８５ (6) １９１ (6) ５５１ (17)

13 吉原第一中学校 ２０２ １９２ １８０ １９２ １８７ ２１０ １９６ (6) １９２ (6) １７０ (5) ５５８ (17)

14 富士中学校 ２１５ １９６ ２３４ ２０６ ２１２ ２０６ ２０７ (6) １７５ (5) １８３ (6) ５６５ (17)

15 岳陽中学校 ２２９ ２２１ ２６２ ２２８ ２６０ ２４２ ２４０ (7) ２５４ (8) ２３５ (7) ７２９ (22)

16 富士南中学校 ２４７ ２４７ ２５１ ２６２ ２６０ ２６３ ２５３ (8) ２６１ (8) ２１４ (7) ７２８ (23)

合計 2,031 2,049 2,095 2,138 2,186 2,249 2,154 (69) 2,170 (70) 2,067 (67) 6,391 (206)

中学校 ※ 数値は令和２年４月1日現在の児童生徒数、（　）内は学級数

中１年 中２年 中３年 全校

１９以上

７～１１

４～６

１２～１８
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(2) 学校の配置(略図) 
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２ 児童生徒数の推移 

(1) 全体的な傾向 

市内全体の傾向として、年度毎に児童生徒数の減少が見込まれています。 

2015年の調査結果から、2015年時点での富士市立小・中学校の児童生徒数は 22,040人

ですが、20年後の 2035年には 14,433人にまで減少し、2015年から３割強の児童生徒が

減少することが予想されています。 

そのような状況の中で、地域によっては、児童生徒数の著しい減少傾向が見られます。 

 

富士市小・中学校児童生徒数推移(人) 

※2015年は実数 

※2020年以降は推計 [平成 28年３月 第五次富士市総合計画 後期基本計画の中位推計より] 

(年) 

(人) 

３割減 

（△7,607人） 
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(2) 中学校区ごとの傾向 

令和元年から令和５年までの５年間で、６つの中学校区において５％以上の児童生徒

数の減少が予想されます。  

特に、田子浦中、大淵中、吉原北中、須津中校区については、減少比率が 10％以上と、

著しい減少が見込まれます。 

※中学校区毎の特性を明らかにするため、中学校区単位の推計を表記 

※令和元年の数値は令和元年５月１日現在の各中学校区の児童生徒在籍数の合計 

※令和２年から令和５年までの数値は出生数に基づく推計 
※比較（Ｒ５－Ｒ１）の数値は、５年後の児童生徒数の増加・減少の推計 

中学校区 学校 R１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 比較（人）
（Ｒ５－Ｒ１）

比率（％）

1 田子浦
田子浦小学校

田子浦中学校
1,113    1,067    1,027    991      950      △ 163 △ 14.6

2 大淵

大淵第一小学校

大淵第二小学校

大淵中学校
967      942      941      884      852      △ 115 △ 11.9

3 吉原北

富士見台小学校

神戸小学校

吉永第二小学校

吉原北中学校

1,021    1,005    976      934      901      △ 120 △ 11.8

4 須津

東小学校

須津小学校

須津中学校
1,033    1,015    992      964      926      △ 107 △ 10.4

5 富士川第二
富士川第二小学校

富士川第二中学校
513      516      514      498      479      △ 34 △ 6.6

6 鷹岡

鷹岡小学校

天間小学校

鷹岡中学校
1,374    1,363    1,336    1,320    1,293    △ 81 △ 5.9

7 元吉原
元吉原小学校

元吉原中学校
429      422      424      430      411      △ 18 △ 4.2

8 富士

富士第一小学校

富士中央小学校

富士中学校
1,836    1,838    1,820    1,814    1,777    △ 59 △ 3.2

9 富士川第一
富士川第一小学校

富士川第一中学校
554      545      535      538      539      △ 15 △ 2.7

10 岳陽

広見小学校

丘小学校

岳陽中学校
2,213    2,212    2,204    2,188    2,163    △ 50 △ 2.3

11 吉原第三

原田小学校

吉永第一小学校

吉原第三中学校
699      703      705      703      685      △ 14 △ 2.0

12 吉原東
吉永第一小学校

吉原東中学校
366      360      362      361      359      △ 7 △ 1.9

13 富士南

富士第二小学校

富士南小学校

富士南中学校
2,333    2,298    2,347    2,351    2,291    △ 42 △ 1.8

14 吉原第一

吉原小学校

伝法小学校

吉原第一中学校
1,717    1,731    1,740    1,749    1,700    △ 17 △ 1.0

15 吉原第二

今泉小学校

青葉台小学校

吉原第二中学校
1,640    1,621    1,616    1,640    1,637    △ 3 △ 0.2

16 岩松

岩松小学校

岩松北小学校

岩松中学校
1,754    1,748    1,764    1,783    1,781    27 1.5
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３ 国が考える望ましい学校規模と配置 

 

(1) 学校規模について 

国が定める学校の適正規模※１については、「小学校の学級数は、12学級以上 18学級以

下を標準とする。ただし、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りで

ない。」と規定され、この規定は中学校にも準用するとされています。 

また、国の法令※２では「学級数がおおむね 12学級から 18学級までであること。」と規

定され、５学級以下の学級数の学校と 12 学級から 18 学級までの学級数の学校とを統合

する場合においては 24学級までを適正な学校規摸としています。 

なお、学校の小規模化・大規模化に伴うメリットやデメリットについては次のようなも

のが挙げられます。 

※１ 学校教育法施行規則第 41条、同規則第 79条 

※２ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担金等に関する法律施行令第４条 
 

【小規模校（学級数が少ないこと）によるメリットとデメリット】 

メリット デメリット 

・意見感想を発表できる機会が多い 

・一人一人がリーダーを務める機会が多い 

・運動場や体育館、特別教室、タブレット等

の教育機器など余裕をもって使える 

・一人一人の学習状況や学習内容の定着状況

を的確に把握でき、きめ細かな指導を行い

やすい 

・教材・教具など、比較的少ない支出で全員

分の整備が可能になる 

・児童生徒の人間関係が固定化しやすい 

・単学級であることが多いため、クラス替え

が全部又は一部の学年でできない 

・クラス同士が切磋琢磨し、高め合うような

教育活動ができない 

・多様なものの見方や考え方、表現の仕方に

触れることが難しい 

・社会性を涵養する機会が乏しい 

・クラブ活動や部活動の種類が限定される 

【大規模校（学級数が多いこと）によるメリットとデメリット】 

メリット デメリット 

・クラス替えを多様に行うことができ、児童

生徒の人間関係が広がる 

・児童生徒がお互いに切磋琢磨し合う機会が

増える 

・多様なものの見方や考え方、表現の仕方に

触れる機会が増える 

・クラブ活動や部活動の選択の幅が広がる 

・運動会やクラス対抗競技などに大人数で臨

むことで教育活動に活気が出る 

・一人一人が活躍する場や機会が減る 

・特別教室や体育館、プール等の利用に当た

って制約が出てくる 

・一人一人の個性や行動を把握し、きめ細か

な指導を行うことが困難になる 

・緊急時の一斉行動に時間がかかったり安全

面で課題が出たりする 

  出典：「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」（文部科学省 平成 27年） 
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以上のように、小規模校と大規模校を比較すると、それぞれにメリット・デメリットが

存在します。 

また、中学校の小規模校においては、免許外指導の発生や、教員一人当たりの担当校務

や出張の増加、それに伴う時間割の変更や自習時間の増加等、学校運営においてもデメリ

ットが生じています。 

 

(2) 学校配置について 

国庫負担金等に関する法律※３では、公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため

に統合するときの条件として「通学距離が小学校にあってはおおむね４km 以内、中学校

にあってはおおむね６km以内であること。」と規定されています。 

また、文部科学省が作成した手引き※４では、通学時間について、「おおむね１時間以内

を一応の目安とした上で、各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて１時

間以上や１時間以内に設定することの適否も含めた判断を行うことが適当である。」とさ

れています。 

※３ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担金等に関する法律施行令第４条 

※４ 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

 

 

 

 

 

 

国の示す小・中学校の適正規模・適正配置 

 

⑴ 小学校の適正規模 

12学級以上で 18学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年２～３学級) 

⑵ 中学校の適正規模 

12学級以上で 18学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年４～６学級) 

⑶ 小・中学校の適正配置 

  通学距離…小学校はおおむね４km以内、中学校はおおむね６km以内 

通学時間…小・中学校ともに、おおむね１時間以内 
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４ 本市における望ましい学校規模と配置条件について 

 

近年、子ども達を取り巻く環境は、急速な情報化やＡＩ技術の飛躍的な発展、グローバル

化の進展等により大きく変化しており、解決すべき社会的課題も複雑化してきています。 

そのため、このような時代を生きる児童生徒には、自立した人間として、主体的に判断し、

多様な人々と協働し、新たな価値や技術を創造する力を育むことが大切になってきます。  

また国は、少子化、都市化、情報化等の社会の変化により、自然体験、社会体験、生活体

験等、子どもたちの学びを支える様々な体験活動が不足しているため、人やものと関わる力

が低下し、社会性や協調性が身に付いていないという課題等を指摘しています。 

このような中、学校教育に対しては、児童生徒が単に教科等の知識や技能を習得するだけ

ではなく、同年代の集団の中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨するこ

とを通じて、思考力、判断力、表現力や問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身に

付けることが期待されています。 

また、本市においては、教育振興基本計画に謳っている学校縁の考えを生かし、多様な年

代との交流や地域社会との関わりを通して、人間関係の広がりを重視した教育活動を実践

することも大切だと考えます。 

そのような教育を推進するため、一定規模の児童生徒の集団が確保され、同世代の他者か

ら学び合う機会が提供されていることや、経験年数や専門性等についてのバランスがとれ

た教職員集団を配置した適切な学校規模を維持すること等、児童生徒にとってのより良い

教育環境を整備することが重要であり、教育の質の更なる充実につながると考えます。 

 

(1) 方針 

多様なものの見方や考え方に触れる機会や、人間関係の広がり等を重視した教育を

推進するため、適正な学校規模を確保し、子ども同士の学び合いや、切磋琢磨し合う場

を適切に提供することが、豊かな学びを継続・維持することにつながると考えます。 

そのため、小学校では、まず複式学級を解消するため、少なくとも１学年１学級以上

（６学級以上）であることが必要となります。また、全学年でのクラス替えを可能とし、

学習活動の特質に応じて学級の枠を超えた集団を編成したり、同学年に複数教員を配

置したりするためには１学年２学級以上（12学級以上）あることが望ましいと考えます。  

また、中学校についても、全学年でクラス替えを可能とし、学級の枠を超えた集団編

成を可能としたり、同学年に複数教員を配置したりするためには、少なくとも１学年２

学級以上（６学級以上）が必要となります。また、各教科の教員をバランスよく配置し、

学習指導の充実を図るためには、９学級以上を確保することが望ましいと考えます。 



9 

 

以上のことから、適正な学校規模を確保するため、児童生徒数の著しい減少等による

早急な教育環境の改善が必要な地域については、教育の質の更なる充実を図ることを

目的とし、地域の実情に応じた、学校規模・学校配置の適正化に関する検討を進め、よ

り良い教育環境の整備を段階的に図ります。 

また、その際は、９年間の系統的な教育課程を編成・実施する小中一貫教育の更なる

充実を図るため、施設一体型の校舎改築も視野に入れ検討を進めます。 

 

(2) 望ましい小学校の規模 

前述したとおり、全学年でのクラス替えを可能とし、学習活動の特質に応じて学級の

枠を超えた集団を編成することができ、同学年に複数の教員の配置を可能にするため

には１学年に２学級以上（12学級以上）あることが望ましいと考えます。 

また、国は、12 学級以上 18 学級以下（各学年２～３学級）を標準としていますが、

本市においては、現在、そして将来的に 19～24学級になる学校が３分の１以上存在す

ることや、そのような学校でも一人当たりの校舎面積、運動場面積等は十分確保されて

おり、「一人一人の活躍の場や機会の減少」等の大規模校のデメリットについても、現

状の教育活動を見直す中で、改善が可能であるため、12学級以上で 24学級を超えない

範囲が望ましい学校規模であると考えます。 

 

(3) 望ましい中学校の規模 

国は、12 学級以上 18 学級以下（各学年４～６学級）を標準としています。しかし、

本市においては、現在、９～12 学級になる学校が一定数存在し、そのような学校でも

全学年でクラス替えができ、同学年に複数の教員の配置がされており、望ましい教育環

境が維持されていると言えます。 

以上のことから、各教科の教員をバランスよく配置し、学習指導の充実を図るために

も、９学級以上で 18学級を超えない範囲が望ましい学校規模であると考えます。 

 

12学級以上で 24学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年２～４学級) 

９学級以上で 18学級を超えない範囲(特別支援学級を除き各学年３～６学級) 
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(4) 小・中学校の配置条件 

   「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担金等に関する施行令第４条」及び、「公立小

学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」に定められている通学距離と通学

時間については、本市においても適正であると考えます。ただし、通学時間については、

おおむね１時間以内とするものの、学校毎に通学環境が違うため、児童生徒の年齢差や

通学路の状況、通学方法等、多角的に検証し、各学校における安全・安心な通学時間に

ついて検討します。 

 

(5) 適正化の対象 

全市立小・中学校において小中一貫教育を推進しながら、学校規模や学校配置の適正

化を図る中で、今後 10年間程度の短中期間において、以下のいずれかに当てはまる学

校を対象に検討します。なお、対象となる学校であっても、児童生徒の教育環境、学校

や地域の実情等を十分に踏まえた上で適正化を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学距離…小学校はおおむね４km以内、中学校はおおむね６km以内 

又は 

通学時間…小中学校ともに（徒歩、自転車、交通機関等を利用した場合を含めて）

おおむね 1時間以内 

・現在、適正規模を下回る小・中学校 

・今後 10年間程度の短中期間において、適正規模を下回る可能性が高い小・中学校 

または、適正規模を上回り続ける可能性が高い小・中学校 
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５ 具体的な方向性 

 

児童生徒の減少に伴い、子ども同士の学び合いや、切磋琢磨し合う場を適切に提供するこ

とが難しく、児童生徒の豊かな学びの継続・維持が困難であると考えられる学校については、

学校の実情や近隣の学校との相互関係を考慮し、適切な教育環境の整備を目指した再編計

画の検討を進めます。 

なお、その際は、学校が地域社会と深い関わりを持った地域コミュニティの拠点として、

防災、保育、地域交流の場等、様々な役割も担っていることを考慮し、単に児童生徒数や学

級数のみに着目した学校規模や学校配置の適正化を図るのではなく、多角的な見方による

検討が必要となります。 

したがって、児童生徒にとってより良い教育環境を整備すること、教育の質の更なる充実

を図ることを一番の目的としながらも、同時に、「地域とともにある学校づくり」の視点を

踏まえ、保護者や地域住民との十分な協議を重ね、理解と協力を得ながら進めます。 

 

(1) 学校規模の適正化の検討が必要な学校について 

○現在、複式学級の対象となっている学校、及び、単学級が存在する中学校については、

保護者や地域住民の意見を聞く機会を設けるとともに、早急に話し合いの場を設定し、

学校や保護者、地域住民との協議を十分に図りながら、適正化の検討を進めます。 

○数年後、複式学級の対象となる可能性の高い小学校、及び、単学級が存在する可能性の

高い中学校、または、現時点で単学級が存在する小学校については、保護者や地域住民

の意見を聞く機会を設けるとともに、できるだけ早い時期に話し合いの場を設定し、学

校や保護者、地域住民との協議を十分に図りながら、適正化の検討を進めます。 

 

(2) 適正化の検討の余地がある学校について 

○児童生徒数が減少し、数年後に単学級の発生が予想される小学校については、保護者や

地域住民の意見を聞く機会を設けるとともに、順次、適正化の検討を進めます。 

○現時点で適正規模の上限を超えている小・中学校、及び、児童生徒数の急激な増加によ

り、既存の学校施設が不足することが見込まれる小・中学校においては、今後の児童生

徒数の推移を注視しつつ、学校施設の増改築をはじめ、学区の再編等、様々な角度から

検証・検討し、教育環境の充実に努めます。 

○小規模な学校が複数近接する地域や学校の一体化により、これまで以上に教育効果が

高まると考えられる地域については、順次、適正化の検討を進めます。 
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６ 適正化の推進に当たって配慮すべき点等 

 

 適正化を推進するに当たっては、児童生徒の最善の利益と地域コミュニティの拠点とし

ての役割を最大限に考慮した上で、以下の点について配慮します。 
 

○学校配置の適正化に当たっては、今後の教育環境の変化を見極めつつ、「第六次富士市

総合計画」「富士市教育振興基本計画」等、本市の各種政策を推進するための方針や計

画との整合や連携を図り、その理念に沿った学校配置の適正化を進めます。 

○適正化後の児童生徒の通学に関しては、通学路の変更に伴い、道路事情等の通学路の安

全性に十分配慮するとともに、安全性を高めるための必要な対策について、学校をはじ

め保護者や地域住民、関係機関との調整を図ります。また、安全な通学方法の確保につ

いての検討も進めます。 

○適正化により児童生徒の通学距離や通学時間が一定条件を超えた場合は、「富士市遠距

離通学児童生徒通学費補助事業」に基づき、通学費の援助を検討します。 

○適正化後、活用する施設については、効率的な施設運営等の様々な観点から検討し、施

設の長寿命化や施設一体型の校舎改築等、教育環境の充実に努めます。 

また、未活用施設については、教育施設以外の活用も視野に入れ、様々な角度から再利

用の可能性について検討します。 

○学校配置の適正化に伴い、地域によっては避難所等の一部または全部に変更が生じる

可能性があることから、その代替機能も含め、地域防災力の維持に配慮し、地域住民と

十分な協議をしながら検討します。 

 

７ 基本方針策定後のスケジュール 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「富士市立小中学校適正規模・適正配置基本方針」の策定 

※富士市の実情を踏まえた望ましい学校規模についての基本方針の策定 

○「富士市立小中学校適正規模・適正配置基本方針」説明会の実施 

※学校区ごとに基本方針に関する説明会を実施 

○「（仮称）○○学校区の教育を考える会」の設置 

※早急に検討が必要な学校区に、学校・保護者・地域から成る組織を設置し、

本市の現状についての説明、及び今後の具体策について検討 


